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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

 ４．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 246,107 273,902 308,348 341,785 377,610 

経常利益 (百万円) 1,146 3,303 6,295 9,836 12,913 

当期純損益 (百万円) 428 △1,119 3,009 7,053 7,506 

純資産額 (百万円) 15,648 15,037 18,649 28,090 34,810 

総資産額 (百万円) 155,203 161,398 169,135 183,357 190,159 

１株当たり純資産額 (円) 166.79 160.28 197.74 299.46 371.12 

１株当たり当期純損

益金額 
(円) 4.56 △11.93 31.02 75.19 80.03 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利

益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 10.1 9.3 11.0 15.3 18.3 

自己資本利益率 (％) 2.68 － 17.87 30.18 23.87 

株価収益率 (倍) 40.35 － 11.61 11.73 10.80 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 4,172 11,827 15,697 9,901 6,045 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,428 △235 1,617 △347 1,210 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,203 △6,149 △10,073 △7,546 △7,337 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 21,988 27,367 34,664 36,825 36,820 

従業員数 (人) 1,748 1,687 1,592 1,676 1,635 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

４．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 ５. 第61期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当金２円50銭を含んでおります。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 231,205 264,315 301,319 330,423 363,358 

経常利益 (百万円) 1,474 3,389 5,947 8,245 11,187 

当期純損益 (百万円) 659 △2,553 2,820 5,561 6,157 

資本金 (百万円) 7,909 7,909 7,909 7,909 7,909 

発行済株式総数 (株) 93,840,310 93,840,310 93,840,310 93,840,310 93,840,310 

純資産額 (百万円) 17,339 15,654 18,622 26,171 31,278 

総資産額 (百万円) 148,539 159,444 167,149 178,434 183,031 

１株当たり純資産額 (円) 184.80 166.85 197.45 279.01 333.47 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中

間配当額） 

(円)
2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

6.0 

(－) 

7.5 

(－) 

12.5 

(－) 

１株当たり当期純損

益金額 
(円) 7.03 △27.22 29.00 59.29 65.65 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利

益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 11.6 9.8 11.1 14.7 17.1 

自己資本利益率 (％) 3.81 － 16.46 24.83 21.44 

株価収益率 (倍) 26.17 － 12.41 14.88 13.16 

配当性向 (％) 35.6 － 20.7 12.7 19.0 

従業員数 (人) 1,148 1,086 1,071 1,115 1,127 



２【沿革】 

昭和22年５月 福井市において工具等（現・機械工具部門）の販売を目的とする山善工具製販株式会社を設立。 

昭和26年９月 本店を福井市より現大阪本社に移転。 

昭和30年３月 産業機具部門（現・産業システム部門）を設置。 

昭和30年４月 商号を山善機械器具株式会社に変更。 

昭和32年７月 工作機械部門を設置。 

昭和33年11月 東京支店（現・東京本社）を設置。 

昭和35年９月 名古屋営業所（現・名古屋支社）を設置。 

昭和36年１月 福岡営業所（現・九州支社）を設置。 

昭和37年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場。 

昭和38年３月 広島営業所（現・広島支社）を設置。 

昭和38年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

昭和40年２月 米国現地法人（現・連結子会社、Yamazen, Inc.）を設立。 

昭和40年７月 住宅機器部門（現・住設建材部門）を設置。 

昭和40年７月 大阪・東京両営業本部制を採用。管理本部並びに海外営業本部（現・国際本部）を大阪本社に設

置。 

昭和45年２月 大阪・東京両証券取引所市場第一部に上場。 

昭和46年11月 株式会社山善に商号変更。 

昭和53年７月 家庭機器部門を設置。 

昭和62年３月 ワイペック㈱（現・連結子会社）を設立。 

平成元年10月 Yamazen（Thailand）Co.,Ltd.（現・連結子会社）を設立。 

平成２年４月 北関東支社を設置。 

平成２年６月 マレーシアに現地法人（現・連結子会社、Yamazen（Malaysia）Sdn.Bhd.）を設立。 

平成２年12月 シンガポールに現地法人（現・連結子会社、Yamazen（Singapore）Pte.Ltd.）を設立。 

平成３年２月 台湾に現地法人（現・連結子会社、Yamazen Co.,Ltd.）を設立。 

平成３年４月 システムエンジニアリング部門を設置。 

平成３年６月 旅行斡旋業の㈱トラベルトピア（現・連結子会社）を買収。 

平成４年10月 イベント企画部門を切り離し、ヤマゼンクリエイト㈱（現・連結子会社）を設立。 

平成４年10月 山善綜合サービス㈱（現・連結子会社）を設立。 

平成５年４月 東北支社を設置。 

平成５年11月 ヤマゼンロジスティクス㈱（現・連結子会社）を設立。 

 平成９年４月  Yamazen Thai Engineering Co.,Ltd.（現・連結子会社）を設立。 

平成11年４月 経営企画本部を設置。 

平成16年４月 家庭機器営業本部を設置。 

平成16年４月 東京営業本部、北関東支社、東北支社を統合し、東京本社内に東日本営業本部を設置。 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社（当社、子会社22社及び関連会社３社（平成19年３月31日現在）により構成）において

は、主たる事業である機械、機具、工具等卸販売業（工作機械部門、産業システム部門、機械工具部門、システムエ

ンジニアリング部門、住設建材部門、家庭機器部門、国際営業部門）及びその他の事業を行っており、各部門の事業

における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

  なお、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しております。 

（工作機械部門） 

 当部門においては、各種FMS＆加工セル、産業用ロボット、CAD／CAM・CAE、CNC旋盤、マシニングセンタ、CNC

フライス盤、CNC研削盤、EDM、射出成形機、自動化周辺機器、測定機器、工作補要機器、汎用旋盤、汎用フライ

ス盤、汎用研削盤、汎用ボール盤、ダイカストマシン、プレス、シャーリングシステム、プレスブレーキ、フォ

ーミングマシン、ベンディングマシン、レーザー加工機、ウォータージェット加工機等の販売を行っておりま

す。 

（産業システム部門） 

 当部門においては、マテハン機器、梱包・包装機器、自動倉庫、ピッキング・ソーターシステム、ロボットシ

ステム、CADシステム、原伝導機、油・空圧機器、省力機器、自動化機器、コンプレッサ、ポンプ、送風機器、

塗装機器、溶接機器、発電機器、小型建設機械、ハウス関連、立体駐車場、鉄骨加工機械、板金加工機械、小型

加工機械、洗浄機器、廃水処理、集塵機器、焼却炉、減容器、その他プラスチック減容梱包機、オイルミスト、

溶剤回収装置、切削洗浄液装置、脱臭装置、吸音・防音システム、生ゴミ処理機、アルミプロファイル、クリー

ンルーム、冷暖房機器、空調コントロール機器等の販売を行っております。 

（機械工具部門） 

 当部門においては、切削工具、研削・砥石・ダイヤモンド工具、ツーリング、補要工具、機械周辺機器、計測

機器、作業・配管・電動工具、油・空圧工具、溶接機、切断機、鋸盤、プレス関連工具、工具研削盤、小型工作

機械、建設・荷役関連機器、化学製品、環境改善機器、OA・事務機器、家電等の販売を行っております。 

（システムエンジニアリング部門） 

 当部門においては、生産工場設備並びにシステムのトータルプランニング及び製品部材調達とその販売を行っ

ております。 

（住設建材部門） 

 当部門においては、システムキッチン、キッチン廻り、浴室・サニタリー機器、エコキュート他給湯機器、風

呂釜、温水器、太陽光発電システム、空調機器、電気フィルム式床暖房、換気・送風機、管工機材、仮設ハウ

ス・ハウスエクステリア、駐車場・エレベーター、家電・家具、ハウジングツール、建設機器・建設機材、介護

機器、建築資材、高品質住宅、ビル・工場など建造物の外装・内装建材、石材、塗装材、屋根材、床材、高品質

（高気密・高断熱）住宅及び部材、木造合理化工法、輸入建材、サウナ等の販売を行っております。 

（家庭機器部門） 

 当部門においては、家電、インテリア、レジャー・スポーツ用品、作業工具、エクステリア、園芸用品、住宅

設備機器、事務機器、介護用品等の販売を行っております。 

（国際営業部門） 

 当部門においては、輸出入、技術提携・海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国間取引を行っておりま

す。 

［主な関係会社］ 

Yamazen, Inc.、Yamazen Co.,Ltd.、Yamazen（Singapore）Pte.Ltd.、Yamazen（Malaysia）Sdn.Bhd.、

Yamazen（Thailand）Co.,Ltd.、Yamazen Thai Engineering Co.,Ltd. 



（その他） 

 イベント企画、ビル管理、旅行斡旋、倉庫・保管、不動産賃貸業等を行っております。 

［主な関係会社］ 

ヤマゼンクリエイト㈱、山善綜合サービス㈱、ヤマゼンロジスティクス㈱、ワイペック㈱、㈱トラベルト

ピア 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 （注）１．※ 連結子会社 

２．Yamazen Machinery & Tools India Pte. Ltd.は、平成18年４月４日付で設立しております。 

３．持分法適用会社はありません。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．特定子会社 

        ２. （ ）内は内数で間接所有の割合であります。  

３．役員の兼務につきましては、執行役員も含めております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内

容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合(％） 

関係内容 

（連結子会社）           

ヤマゼンクリエイト㈱ 
  

大阪市 
西区 

100 イベント企画 100 
当社のイベント企画 
役員の兼務等…………有 

山善綜合サービス㈱ 
大阪市 
西区 

40 
ビル管理業 
保険代理店業 

100 
当社所有建物の総合管理 
当社所有の建物を賃借 
役員の兼務等…………有 

ヤマゼンロジスティクス㈱ 
  

大阪市 
西区 

80 倉庫・保管業 100 

当社たな卸資産の保管・
出荷業務 
当社所有の建物を賃借 
役員の兼務等…………有 

ワイペック㈱ 
大阪市 
西区 

150 
工作機械等の 
販売・技術指導 

100 

当社輸入の工作機械等の
販売 
当社よりの資金援助…有 
役員の兼務等…………有 

㈱トラベルトピア 
川崎市 
宮前区 

95 旅行斡旋業 100 
当社企画の旅行の斡旋 
当社所有の建物を賃借 
役員の兼務等…………有 

Yamazen, Inc. 

 （注）１ 

米国イリノ
イ州シャン
バーグ市 

8,000 
千US＄ 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 
当社輸出の工作機械等の
販売 
役員の兼務等…………有 

Yamazen Co.,Ltd. 
台湾 
台北市 

30,000 
千NT＄ 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 

当社輸出の工作機械等の
販売及び家庭機器部門等
への輸出 
役員の兼務等…………有 

Yamazen（Singapore） 
Pte.Ltd. 

シンガポー
ル 

5,000 
千SP＄ 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 
当社輸出の工作機械等の
販売 
役員の兼務等…………有 

Yamazen（Malaysia） 
Sdn.Bhd. 

マレーシア 
クアラルン
プール市 

250 
千RM 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 

      

当社輸出の工作機械等の
販売 
役員の兼務等…………有 

Yamazen（Thailand） 
Co.,Ltd. 
（注）２ 

タイ 
バンコク市 

22,000 
千BAHT 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 

（51）

当社輸出の工作機械等の
販売 
役員の兼務等…………有 

Yamazen Thai Engineering 

 Co.,Ltd. 

 （注）２ 

タイ 
バンコク市 

11,000 
千BAHT 

工作機械・工具
等の販売・サー
ビス 

100 

（91）

当社輸出の工作機械等の
メンテナンス 

 役員の兼務等…………無 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であります。 

２．臨時従業員数（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み派遣社員を除く。）は、従業員数の100分の10

未満のため記載しておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．臨時従業員数（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み派遣社員を除く。）は、従業員数の100分の10

未満のため記載しておりません。 

３．年間平均給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業部門等の名称 従業員数（人） 

工作機械部門 87   

産業システム部門 199   

機械工具部門 195   

システムエンジニアリング部門 26   

住設建材部門 193   

家庭機器部門 165   

国際営業部門 359   

その他 199   

全社（共通） 212   

合計 1,635   

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,127 36.6 14.2 7,197,751 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や素材価格の上昇による影響が懸念されましたが、企業収益の改善

が進み、個人消費の回復や民間設備投資の増加を背景に拡大基調を持続しました。海外経済においても、欧米やア

ジア等、総じて回復基調で推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループは、創立60周年の事業年度となる当期を、歴史的な節目にふさわしい価値

あるものとすべく、主力取引先とのパートナーシップ強化や、当社グループの強みである提案営業に一層注力し、

各事業部門が連携して国内及び海外の各地域において拡販施策を積極的に展開してまいりました。 

 以上の結果、当期の連結売上高は377,610百万円（前期比10.5％増）となりました。事業分野別では、工作機

械、産業システム、機械工具、システムエンジニアリングの生産財関連部門の売上高が238,447百万円 （前期比

13.5％増）となり、住設建材、家庭機器の消費財関連部門の売上高が98,633百万円 （前期比1.1％増）となりまし

た。また、国際営業部門の売上高は36,256百万円（前期比17.3％増）となりました。 

 利益面につきましては、営業利益が12,317百万円（前期比33.6％増）、経常利益が12,913百万円（前期比31.3％

増）となり、当期純利益は7,506百万円（前期比6.4％増）となりました。 

 なお、当期の業績により、平成20年3月期を最終年度とする中期計画“Change Value100”の目的と主要目標の

ほとんどを１年前倒しで達成することができました。そこで、これまでの中期計画“Change Value100”を当期末

で終了し、次期より新しい中期計画をスタートさせることにいたしました。 

 事業の部門別業績は、次のとおりであります。 

①工作機械部門 

 自動車業界においては調整局面も見られましたが、一般機械向けや電気・精密向けが好調を持続し、ま

た、設備需要が中小の部品加工業界にも裾野を広げていることから、引き続き工作機械の受注は高水準を持

続しました。当年度における工作機械の受注高は、日本工作機械工業会の国内受注高（内需）の12.4％のシ

ェアとなり前期より0.8％上昇し、金額では 90,724百万円（前期比4.8％増）となりました。その結果、売

上高は95,480百万円（前期比23.0％増）となりました。 

②産業システム部門 

 半導体・ＩＴ関連業界の生産拡大や、土木建設機械業界の設備関連需要が好調を持続し、物流システム機

器はじめ、メカトロシステム機器、環境設備機器、産業機器、鉄骨関連商品等の商品群が総じて順調に伸長

しました。その結果、売上高は65,453百万円（前期比7.2％増）となりました。 

③機械工具部門 

 工作機械の需要増や生産稼働率の上昇により、機械周辺機器（切削工具、測定工具、補要工具）はじめ、

電動空気工具、作業工具も順調に伸長しました。その結果、売上高は65,293百万円（前期比5.7％増）とな

りました。 

  

④システムエンジニアリング部門 

 自動車業界、電機・半導体業界はじめ、住宅機器メーカー向けの設備受注が好調に推移し、また工作機械

向けの部材受注も堅調に推移しました。その結果、売上高は12,219百万円（前期比27.7％増）となりまし

た。 

⑤住設建材部門 

 新設住宅着工戸数は底堅く推移しているものの、大量供給の大手住宅メーカーに加え、地域有力ビルダー

の台頭等、市場構造の変化から競争は一段と激化し、事業環境は厳しい状況となりました。そうした中、環

境対策「CO2 1.2万トン削減 エコブランドキャンペーン」による省エネ商品の販売増や、新規顧客開拓の効

果により、売上高は51,583百万円（前期比0.5％増）となりました。 



⑥家庭機器部門 

 主力販路のホームセンターは、既存店の売上減少を新規出店でカバーといった踊り場的局面を迎えるに至

り、事業環境は厳しい状況となりました。また、記録的な暖冬により暖房商品の販売が低調となりました。

一方、ブランド価値向上をめざし、ワンランクアップした商品開発や品質管理に注力してきた効果が徐々に

現れ、販売を下支えしました。その結果、売上高は47,049百万円（前期比1.7％増）となりました。 

⑦国際営業部門 

 米国他、タイ、シンガポール、中国（台湾系を含む）を中心としたアジア地域において、工作機械、射出

成形機、実装機、産機工関連商品が順調に増加しました。その結果、売上高は36,256百万円（前期比17.3％

増）となりました。 

⑧その他 

 国内連結子会社を中心とするその他については、工作機械需要に牽引されたエンジニアリング事業や、旅

行やイベント企画などのサービス関連事業が好調で、全般的に業績は堅調に推移し、その結果、売上高は

4,273百万円（前期比31.1％増）となりました。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

 消費財関連事業は微増にとどまりましたが、工作機械や機械工具など生産財事業では、輸出に牽引されて

製造業全般に設備需要が底堅く、二桁増と堅調に推移しました。その結果、売上高は362,515百万円(前期比

10.4%増)、営業利益は11,097百万円(前期比30.1％増)と、増収増益となりました。 

②北米 

 北米地域の生産財事業は、航空機や医療など新規分野での受注が上がってきましたが、主力である中西部

地区における自動車・部品メーカー不振の影響が続いており、売上高は4,841百万円(前期比3.0％減)とほぼ

前年並みとなりましたが、より一層の収益構造の改善が進み、営業利益は203百万円（前期比15.3％増）と

なりました。 

③アジア 

 アジア地域における生産財事業は、地域各国における輸出・投資・消費・工業生産が引き続き高水準であ

ることに加え、中国一極からベトナム、インドへと生産拠点の広がりもあり、概ね各地域とも業績は堅調に

推移し、その結果、売上高は10,253百万円(前期比23.2％増)、営業利益は1,034百万円(前期比2倍)の大幅増

となりました。なお、前期まで当セグメントを「その他」としておりましたが、前期において関係会社の異

動があったため、当期より「アジア」としております。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ4百万円減少し、当連結会計年度末には36,820百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動による資金は6,045百万円の増加（前年同期は9,901百万円の増加）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益12,853百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動による資金は1,210百万円の増加（前年同期は347百万円の減少）となりました。

これは主に、利息及び配当金収入（1,537百万円）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動による資金は、7,337百万円の減少（前年同期は7,546百万円の減少）となりまし

た。これは主に、中期計画に基づく財務体質の強化に向けた長短借入金の返済及び社債の償還（調達と返済及

び償還を相殺した純額5,106百万円）、利息の支払（1,524百万円)及び配当金の支払（703百万円）によるもの

であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、生産財・消費財の販売を主たる事業としておりますので、生産実績はありません。 

 また、受注実績については、販売実績と大差ないため部門別に把握しておりませんので記載を省略しております。

(1）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．事業部門間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、平成17年4月から平成20年3月期までの中期計画『Change Value 100』を当初より1年早い平成19

年3月期で終了し、新たに、平成19年4月から平成22年3月期までの中期計画

『“Growth Value Plan ～ road to establish １５”＜略称GVP 15＞』をスタートさせました。 

 創立60周年を迎え、次の70周年に向けて、これまでの“Change Value”から“Growth Value”へとさらなる成長発

展をめざすものであります。 

 具体的には、中期計画・最終年度の主要目標として「連結経常利益150億円と純資産の積み増し150億円」を掲げ、

一層の収益力向上、財務体質の強化充実を図り、企業価値増大に向けて邁進してまいります。 

 また、当社グループがめざす持続的成長の実現には、専門商社として変化に的確かつ迅速に対応することが最も重

要と認識しております。そのためにも、コア事業単位に営業収益力の一層強化を重視しており、中期計画

『“Growth Value Plan  ～ road to establish １５”＜略称GVP 15＞』を推進するプロセスにおいて対処してまい

ります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因については以下のものがあります。なお、通常の事

業活動に内在し、発生する可能性があるリスクを充分に認識したうえ、発生の回避及び顕在化した場合の適切な対応

に努めております。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したも

のであります。 

（１）景気変動リスク 

 当社グループは、コア事業として「生産財関連事業」「消費財関連事業」の各事業領域に特化し、専門性を追及

しておりますが、設備関連需要や個人消費の下降局面では収益性に悪影響を与え、当社グループの業績が下振れす

る可能性があります。 

（２）与信リスク 

 当社グループは、主に国内において与信リスクを有していると認識しております。全国に跨る取引先構成はリス

ク分散になっておりますが、将来、経済状態全般の悪化により、設定した前提及び見積もりを超える状況では業績

に影響が及ぶ可能性があります。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

工作機械部門 95,480 123.0 

産業システム部門 65,453 107.2 

機械工具部門 65,293 105.7 

システムエンジニアリング部門 12,219 127.7 

住設建材部門 51,583 100.5 

家庭機器部門 47,049 101.7 

国際営業部門 36,256 117.3 

その他 4,273 131.1 

合計 377,610 110.5 



（３）製造物賠償責任発生リスク 

 当社グループは、「家庭機器部門」において、多くのオリジナル輸入商品を開発・販売しております。需要者に

対する販売者の立場として品質管理に責任を負っていますが、家庭機器部門の総取扱高に占めるオリジナル化率は

年々高まっており、プライベートブランド力の強化及び定着を阻害する要因として製造物賠償責任発生リスクの可

能性があります。 

（４）固定資産の減損リスク 

     当社グループは、平成16年３月期より減損会計を前倒して導入しており、現時点において必要な減損処理はなさ

     れておりますが、今後の経済環境の動向や保有固定資産の経済価値が低下した場合には必要な減損処理を実施する

   ことになります。このような場合、当社グループの財政状態や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    

   （５）年金債務 

 当社グループの退職給付費用及び債務は、債務計算上の割引率や年金資産の期待収益率など、数理計算上の前提

として設定された仮定の基礎率に基づいて算出しております。このため、当該基礎率と実際の金利水準の乖離の発

生や年金資産の運用利回りが悪化した場合には、財政状態や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．当連結会計年度の概況 

(1）財政状態 

 当連結会計年度における連結総資産は、前連結会計年度末に比べ 6,801百万円増加し、190,159百万円となり

ました。流動資産の増加（8,241百万円）は、生産財関連事業の収益拡大による受取手形及び売掛金の増加

（6,514百万円）が主な要因であります。 固定資産の減少(1,439百万円)は、主に株価下落による投資有価証券

の減少（978百万円）によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ81百万円の微増となりました。支払手形及び買掛金が増加（5,351百万円）

した一方で、前期に続いて長短借入金の返済（調達と返済の純額1,556百万円）と社債の償還（3,550百万円）を

履行いたしました。 

 なお、短期借入金（15,982百万円）には、一年以内返済予定の長期借入金が9,827百万円（前期は2,445百万

円）含まれております。 

  

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

※キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。 

 ※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(2）経営成績 

 「１業績等の概要(1）業績」を参照願います。 

  15年３月期 16年３月期 17年３月期 18年３月期 19年３月期 

自己資本比率（％） 10.1 9.3 11.0 15.3 18.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 11.1 17.4 20.0 45.1 42.6 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 10.3 3.2 1.9 2.4 3.2 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 2.8 8.3 11.0 6.9 4.0 



２．翌連結会計年度の見通し 

 翌連結会計年度の見通しにつきましては、金利の上昇や米国経済の減速懸念など、不安定な要因もあります

が、企業収益が改善しており、引き続き設備投資や個人消費にも底堅い推移が見込まれ、緩やかな景気回復基調

を持続するものと受けとめております。 

  こうした情勢下、当社グループは、顧客重点主義の施策をさらに発展させるとともに、引き続き業務の合理

化・効率化を推進し、収益力の一層の強化に取り組んでまいります。 

 通期の連結業績予想につきましては、売上高387,000百万円（前期比2.5％増）、経常利益13,000百万円（前期

比0.7％増）、当期純利益7,550百万円（前期比0.6％増）の見込みであります。 

      事業部門別の販売見込みは、以下のとおりであります。 

 なお、上記見込額は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。 

事業部門の名称 金額（百万円） 構成比（％） 

工作機械部門 96,000 24.8 

産業システム部門 68,000 17.6 

機械工具部門 67,000 17.3 

システムエンジニアリング部門 11,000 2.8 

住設建材部門 53,000 13.7 

家庭機器部門 50,000 12.9 

国際営業部門 38,000 9.8 

その他 4,000 1.1 

合計 387,000 100.0 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社は、長期的な企業競争力の強化に向けた営業部門の基幹システムの刷新に着手しております。現在開発中の生

産財新システム及び家庭機器新システムの本格稼働は翌連結会計年度以降となりますが、当連結会計年度に開発過程

における中間金（357百万円）の支払いが発生しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．［ ］は、外数でヤマゼンロジスティクス㈱（連結子会社）の従業員数であります。 

２．土地（5,449㎡）を賃借しており、年間賃借料は1百万円であります。 

３．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

(2）国内子会社 

 主要な設備はありません。 

(3）在外子会社 

 主要な設備はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

器具及び
備品 

合計 

本社 

（大阪府大阪市） 

全社的管理業務

その他 
その他設備 895 － 

66 

(728) 
6 967 78 

第３ビル 

（大阪府大阪市） 

全社的管理業務

その他 
その他設備  153 5 

1,599 

(957) 
5 1,764 6 

ロジス西日本  （注）１ 

（三重県伊賀市） 
その他 倉庫設備 1,069 3 

1,700 

(27,793) 
4 2,778 [27] 

東京本社 

（神奈川県川崎市） 

国際営業を除く

全部門 
販売設備 1,013 － 

2,678 

(4,408) 
25 3,717 121 

ロジス東京（注）１、２ 

（埼玉県さいたま市） 
その他 倉庫設備 827 79 

－ 

（-）
12 918 [48] 

ロジス名古屋 （注）１ 

（愛知県小牧市） 
その他 倉庫設備 52 0 

914 

(5,410) 
4 972 [21] 

九州支社 

（福岡県福岡市） 

国際営業を除く

全部門 
販売設備 654 － 

3,217 

(1,491) 
2 3,874 52 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 
従業員数 
（人） 

土地の面積 
（㎡） 

年間賃借料 
（百万円） 

本社 

（大阪府大阪市） 
全部門 販売設備 268 － 196 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し

て、策定しております。 

 当連結会計年度において、進行中及び計画中の主なものは、次のとおりであります。 

  

(1）重要な設備の新設等 

  （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）重要な設備の改修等 

 該当するものはありません。 

(3）重要な設備の売却等 

 該当するものはありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

    設備の内容 

投資予定額 

資金 
調達方法 

 着手年月  完了年月   総 額 

  (百万円） 

既支払額 

  (百万円）

 株式会社 山善 
本社 

 (大阪府大阪市) 

 生産財システム構築

によるソフトウェア

及び機器 

1,499 392  自己資金 平成17年４月  平成19年10月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式数、資本金等の推移】 

 （注）旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式43,497株は「個人その他」に43単元、「単元未満株式の状況」に497株含まれております。 

なお、自己株式43,497株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は41,497株で

あります。 

 ２．「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が9単元含まれております。 

３．平成19年１月30日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

なお、実施日は平成19年４月２日であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 93,840,310 93,840,310 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 93,840,310 93,840,310 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成15年８月１日 

（注） 
－ 93,840 － 7,909 △4,101 1,980 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

 個人以外    個人 

株主数（人） -  54 28 456 87 1  4,627 5,253 － 

所有株式数 

（単元） 
-  31,730 1,000 20,012 6,859 2  33,991 93,594 246,310 

所有株式数の

割合（％） 
-  33.9 1.07 21.38 7.33 0.00 36.32 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託

業務に係る株式であります。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、株式会社証券保管振替機構名義の株式9,000株及び 

株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株を含めております。 

  なお、「議決権の数」欄には、これらの株式に係る議決権を含めておりません。 

  

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口）  

東京都中央区晴海１丁目
８番11号  

7,515 8.00 

山善取引先持株会 
大阪市西区立売堀２丁目
３番16号 

6,062 6.46 

東京山善取引先持株会 
大阪市西区立売堀２丁目
３番16号 

4,871 5.19 

株式会社 みずほコーポレート銀行 
東京都干代田区丸の内１
丁目３番３号 

4,673 4.97 

株式会社 森精機製作所  
奈良県大和郡山市北郡山
町106番地  

3,399 3.62 

株式会社 りそな銀行 
大阪市中央区備後町２丁
目２番１号 

3,067 3.26 

山善社員投資会 
大阪市西区立売堀２丁目
３番16号 

2,803 2.98 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目
11番３号 

2,424 2.58 

名古屋山善取引先持株会 
大阪市西区立売堀２丁目
３番16号 

1,815 1.93 

富士火災海上保険株式会社 
大阪市中央区南船場１丁
目１８番１１号 

1,793 1.91 

計 38,423 40.94 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        41,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   93,553,000 93,542 － 

単元未満株式 普通株式      246,310 － － 

発行済株式総数 93,840,310 － － 

総株主の議決権 － 93,542 － 



②【自己株式等】 

 (注)  株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。 

    なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社 山善 

大阪市西区立売堀

２丁目３番16号 
41,000 － 41,000 0.04 

計 － 41,000 － 41,000 0.04 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注)当期間による取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。   

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  該当事項はありません。 

 (注)当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 3,393 2,651,318 

当期間における取得自己株式 227 189,637 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（ － ） 
－ － － － 

保有自己株式数 41,497 － 41,724 － 



３【配当政策】 

  当社グループは、財務体質と中長期的な経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に安定的かつ業績に応じた

適正な利益還元を行うことを基本方針としております。具体的には、1株当たり年間配当金10円を下限にしつつ、

連結配当性向15％以上を目標とし、利益成長に応じて更なる利益還元に努めてまいります。 

  内部留保金につきましては、株主資本の充実を図りつつ将来の事業発展に必要不可欠な投資に充当し、中長期的

な成長による企業価値向上を通じて、株主の皆様のご期待に応えてまいります。 

 当連結会計年度の１株当たり期末配当金につきましては、平成19年１月30日発表のとおり、１株当たり２円50銭

の創立60周年記念配当金を加え、12円50銭とさせていただきます。なお、株主配当金の支払開始日は、平成19年６

月11日（月曜日）からとさせていただきます。 

 また、次期より中間配当を実施し、期末配当とあわせて年２回の剰余金の配当を行うこととします。次期の配当

金につきましては、創立60周年記念配当金２円50銭を普通配当金に組み入れ、１株当たり中間配当金５円、期末配

当金７円50銭とし、年間配当金12円50銭を予定しております。これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であ

ります。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

 (注)当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。 

決議年月日 
 配当金の総額 

（百万円） 

 １株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月９日 取締役会決議 (注) 1,172 12.50 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(2）【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 上記株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 201 307 396 1,039 905 

最低（円） 134 175 227 325 581 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 799 790 780 800 905 883 

最低（円） 702 674 724 731 792 800 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

 株式数

（百株）

代表取締役 

社長 
    吉居 亨 昭和15年１月２日生 

昭和38年８月 当社入社 

昭和59年10月 大阪機械部長 

昭和61年12月 取締役に就任 

平成３年４月 常務取締役に就任 

平成11年５月 専務取締役に就任 

平成13年６月 代表取締役副社長に就任 

平成15年４月 代表取締役社長に就任（現） 

（注）2  808 

代表取締役 

副社長 

営業・経営企画 

担当 
  緒方 文由 昭和16年８月26日生 

昭和39年３月 当社入社 

平成２年３月 北関東支社長 

平成２年６月 取締役に就任 

平成４年５月 常務取締役に就任 

平成14年６月 専務取締役に就任 

平成16年４月 営業・経営企画担当（現） 

平成17年４月 取締役副社長に就任 

平成17年６月 代表取締役副社長に就任（現） 

（注）2  306 

専務取締役 
上席執行役員 

東日本営業本部長 
  笠原 貞治 昭和19年２月18日生 

昭和37年３月 当社入社 

平成４年５月 産業システム統括部長  

兼 FAシステム統括部長 

平成５年６月 取締役に就任 

平成14年６月 取締役を退任、常務執行役員に

就任 

平成16年４月 東日本営業本部長（現） 

平成16年６月 取締役に就任 

平成17年４月 専務執行役員に就任 

平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

 平成19年６月 専務取締役に就任（現） 

（注）2  604 

専務取締役 
上席執行役員 

大阪営業本部長 
  谷    雄三 昭和17年１月23日生 

昭和35年２月 当社入社 

平成７年10月 機械統括部副統括部長  

兼 大阪機械部長 

平成９年６月 取締役に就任 

平成11年５月 大阪営業本部長（現） 

平成14年６月 取締役を退任、常務執行役員に

就任 

平成16年６月 取締役に就任 

平成17年４月 専務執行役員に就任 

平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

平成19年６月 専務取締役に就任（現） 

（注）2  453 

専務取締役 
上席執行役員 

管理本部長 
  木村  育英 昭和16年11月24日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成３年４月 福岡支社副支社長 

兼 福岡機械部長に就任 

平成４年６月 取締役に就任 

平成13年６月 管理本部副本部長 兼 審査法

務担当兼 関連事業部長 

平成14年６月 取締役を退任、執行役員に就任 

平成15年４月 常務執行役員に就任 

平成16年６月 取締役に就任 

平成17年４月 専務執行役員に就任 

管理本部長（現） 

平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

平成19年６月 専務取締役に就任（現） 

（注）2  464 

常務取締役 
 上席執行役員 

 機械統括部長 
  端  武仁 昭和20年６月23日生 

昭和43年３月 当社入社 

平成12年４月 機械統括部長に就任

（現）         

平成12年６月 取締役に就任  

平成14年６月 取締役を退任、執行役員に就任 

平成17年４月 常務執行役員に就任 

平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

平成18年６月 取締役に就任 

平成19年６月 常務取締役に就任（現）  

（注）2  454 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

 株式数

（百株）

常務取締役 
 上席執行役員 

 国際本部長 
  山本  政美 昭和21年11月11日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成８年４月 東京営業副本部長に就任  

平成９年６月 取締役に就任 

平成11年５月 東京営業本部長に就任 

平成14年６月 取締役を退任、常務執行役員に

就任 

国際本部長に就任（現） 

平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

平成18年６月 取締役に就任 

平成19年６月 常務取締役に就任（現）  

（注）2  201 

 取締役 
 上席執行役員 

 経営企画本部長 
清木 勝彦   昭和20年８月13日生 

 昭和43年11月  当社入社 

平成15年４月  経営企画本部長に就任（現）、

執行役員に就任 

 平成17年４月 常務執行役員に就任 

 平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

 平成19年６月 取締役に就任（現） 

（注）2  135 

 取締役 

 上席執行役員 

 産業システム統括

部長 

 森竹 功 昭和18年11月10日生 

 昭和41年３月  当社入社 

 平成11年６月  産業システム統括部長に就任

（現）、取締役に就任 

 平成14年６月  取締役を退任、執行役員に就任 

平成18年４月  上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

 平成19年６月  取締役に就任（現） 

（注）2  177 

 取締役 
 上席執行役員 

 工具統括部長 
 西尾 幸治 昭和19年２月８日生 

 昭和37年３月 当社入社 

 平成13年６月 工具統括部長に就任（現）、取

締役に就任 

 平成14年６月 取締役を退任、執行役員に就任 

 平成18年４月 上席執行役員（呼称変更）に就

任（現）  

 平成19年６月 取締役に就任（現） 

（注）2  428 

常勤監査役    岩口 勇 昭和22年２月25日生 

昭和40年３月 当社入社 

平成11年５月 総務部長に就任 

平成16年６月 監査役に就任（現） 

(注）3 86 

監査役    青木 義雄 昭和16年６月28日生 

昭和35年３月 当社入社 

平成３年４月 経理本部長 兼 大阪経理部長 

平成３年６月 取締役に就任 

平成11年５月 常務取締役に就任 管理本部長 

平成15年５月 専務取締役に就任 

平成17年４月 管理担当 

平成18年６月 専務取締役を退任、監査役に就

任（現） 

(注）3 392 

監査役    阪口 誠 昭和33年５月14日生 

平成２年４月 弁護士登録 

平成２年４月 三山・阪口法律事務所（現） 

平成15年３月 多木化学株式会社 社外監査役

に就任（現） 

平成16年６月 監査役に就任（現） 

（注）3  100 

監査役    吉村 勲 昭和19年３月６日生 

昭和57年２月 吉村勲公認会計士事務所開業

（現） 

 平成15年２月 大阪有機化学工業株式会社 社

外監査役に就任（現） 

平成17年６月 監査役に就任（現） 

（注）4 － 

計 4,614 



 （注）1. 監査役阪口誠及び吉村勲は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 2. 取締役の任期は、平成19年６月28日開催の定時株主総会から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

 3. 監査役岩口勇、青木義雄、阪口誠の任期は、平成16年６月29日開催の定時株主総会から、４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

なお、青木義雄は、平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時をもって辞任した監査役勝田増夫の補

欠として選任されたものであります。 

 4. 監査役吉村勲の任期は、平成17年６月29日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

 5. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を、平成18年６月29日開催の定時株主総会で選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであり

ます。 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（百株） 

多畑 満之 
昭和16年８月２日

生  

平成６年６月 富士火災海上保険株式会社入社 

取締役に就任  

平成８年６月 富士火災海上保険株式会社 

常務取締役に就任 

平成14年３月 富士火災海上保険株式会社退社 

平成15年３月 大阪簡易裁判所民事調停委員に就

任（現） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営の公正性と透明性を高め、経営環境の変化に的確かつ迅速に対応できる経営管理体制の維持向上

が最も重要な課題と認識しております。また、当社及びグループ企業は、広く社会から信頼され、期待され、支

持される事業体を目指し『山善グループ企業行動憲章』を定め、危機管理・法令順守を大前提とし、社会的信頼

に応える良質な企業統治体制を確立することに努めております。 

(2）会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、社外監査役２名を含む監査役４名からなる監査役会が取締役の職務執行の

監査に努めております。また、取締役につきましては、毎月開催されます取締役会において重要な業務執行の意

思決定を行っております。取締役の員数は、平成19年６月末時点で10名の構成となっております。 

 また、同時点の執行役員の員数は23名（うち８名は取締役が兼務）となっており、毎月開催される執行役員会

において、業務執行に関する検討を行っております。 

 当社の内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 



 (3）取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

  (4）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 (5) 剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  (6) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

   (7) 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は内部統制を経営上の重要課題として受け止め、業務の有効性・効率性と財務報告の信頼性及び関連法規

の順守を目的として、最高執行責任者（ＣＯＯ）の下に社内各組織の密接な連携を行い、管理体制の強化に努

めております。 

 なお、その整備状況は以下のとおりとなっております。 

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、企業の社会的責任の重要性を厳粛に受け止めるとともに、コンプライアンスを経営の重要課題と位置

づけ、『山善グループ企業行動憲章』を制定し、その中で以下を定めております。 

・山善及びグループ企業は、良き企業市民として、高い倫理観を維持し、人権の尊重、法令・国際ルール及びそ

の精神を順守するとともに社会的良識をもって行動し、世界の国々並びに地域社会に貢献するグローバル企業

を目指します。 

・当社取締役は、この実践のため『法令順守及び企業倫理の徹底』について、グループ全体における浸透を自ら

率先垂範するとともに、教育・研修の充実を図っております。また、『山善グループ企業行動憲章』を従業員

に対する行動規範として位置づけ、これを周知・徹底するため「ＣＳＲ推進委員会」を推進機関として、計画

的な啓発に努めております。 

 ・企業不祥事の発生を抑止するため「企業内社内通報窓口（内部告発に関する制度）」を設置し、正当な理由に

基づく内部告発者の保護と企業内倫理の確立を目指します。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 ・文書管理規程その他の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を保存、管理し、取締役、監査役が

随時閲覧できる体制をとっております。 

③損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

 ・会社内に存在する重要なリスクの洗い出しと、その回避又は圧縮については、職務分掌・業務フロー・業務上

のルール（統制方法）を定めたうえで、すべて規程として整備（文書化）し、重要なプロセスが、この規程に

基づいて行われる体制を築いております。 

 ・ＣＳＲ推進委員会委員長である最高執行責任者（ＣＯＯ）の補佐として、委員会事務局である経営企画部がリ

スクの取りまとめを行うとともに、ＰＬ・知的財産・品質管理・輸出管理のリスク管理業務については、審査

法務部が行っております。 

 ・業務プロセスの実施度合い等、システムの実効性を担保するため、「内部監査部」が各委員会及びスタッフ部

門への定期的な監査を実施し、最高執行責任者（ＣＯＯ）に対し報告を行うものとします。 

なお、最高執行責任者（ＣＯＯ）は監査結果を踏まえて、システムにおける欠陥や課題とその対応をまとめ、

取締役会に対して報告を行うものとします。 



 ④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・経営上のリスクとその網羅性を加味し、取締役の職務分担をより明確にし、職務（責任）を遂行する上で必要

な執行権限を定めております。 

 ・「執行役員会」及び各種委員会において、重要案件の事前審議を行い、取締役の迅速かつ適正な意思決定を促

進しております。 

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・国内及び海外の各関係会社においても、規模に応じつつ、「役員派遣に関する事項・権限規程（山善と各関係

会社の権限分配）・業務報告・文書保管・内部監査・危機管理・教育」の各項目を踏まえた上で、業務の適正

を確保するための体制（仕組み）を構築してまいります。 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

・当社は、監査役の職務を補助するため、会計又は監査に関する一定の知識・経験を有するスタッフ（以下監査

役スタッフ）を複数名置いております。 

  ⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項  

   ・「監査役スタッフ」の人事に関する事項は、監査役会の同意を要するものとします。 

  ⑧取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令及び定款に違反する事実を把握し

たときは、社内規程に基づき、直ちに当該事実を監査役に報告するものとします。 

 ⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 ・監査役会は、定期的に代表取締役との会合をもち、会社の経営方針を確認するとともに、会社が対処すべき課

題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換し、

相互の意思疎通を図ることとしています。 

 ・監査役会は、内部監査部との適切な連携関係を維持するとともに、会計監査人との定期的な会合を行うなど、

相互の認識を共有、深化すべく努めるものとします。 

 ・常勤監査役は、経営会議その他の重要な会議に出席するほか、会議の議事録、各種報告書、決裁書類等を閲覧

するなど、社内の状況把握に努め、必要に応じて監査役会に報告するものとします。 

 ・法令に基づく重要な開示書類については、全て開示前に常勤監査役への報告及び閲覧を要するものとします。 

 ・当社社外監査役（弁護士１名、公認会計士１名）は、それぞれ専門的な見地から、積極的に助言等行うものと

します。 

 （8）内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査については、社長直轄の内部監査部（５名）を配置し、各事業部門及び国内外の関係会社について、

年次の内部監査計画に基づく監査を実施し、業務執行の適正性及び経営の妥当性、効率性等の観点から業務改善

の具体的な提言を行い、内部統制の確立を図っております。 

 監査役会は、４名（社外監査役２名）で構成されており、毎月開催される取締役会及び経営会議等の重要会議

に出席し、経営に対する監視と監査機能を果たしております。 

 また監査役会は、内部監査部に内部監査の状況について報告を求めるとともに、会計監査人とは中間及び期末

の各決算における監査の際に監査報告会を実施し、会計監査人より監査状況の報告を受けるとともに、重要な会

計に関する検討課題についても随時意見交換し、検討を行っております。 



 （9）会計監査の状況 

 当社は、会社法及び証券取引法に基づく会計監査についてみすず監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受

けております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な

利害関係はありません。当社は、同監査法人と監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。 

  なお、みすず監査法人は平成18年９月１日付で、中央青山監査法人から名称変更しております。 

 ①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名については、以下のとおりであります。 

（注）平成19年６月28日開催の第61回定時株主総会で、みすず監査法人の任期満了に伴い、新たに監査法人トーマツを

選任しております。                

 ②監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ４名   その他 ４名 

  （10）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役 阪口 誠の叔父は、当社の顧問に就任しております。 

 （11）取締役及び監査役に支払った報酬等の総額（平成19年３月３１日現在） 

 (注）１．取締役には、使用人兼務者はおりません。 

 (注）２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第60回定時株主総会において賞与を含めて年額480百万円

以内と決議しております。 

  (注）３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第60回定時株主総会において賞与を含めて年額60百万円

以内と決議しております。 

  (注）４．支給額には、以下のものも含まれております。 

 ・平成19年４月11日開催の取締役会において決議した役員賞与 

取締役 ７名  88百万円 

 監査役 ４名  13百万円（うち社外監査役 ２名 ０百万円） 

  (注）５．上記の支給額以外に、以下のとおり役員退職慰労金の打ち切り支給を行っております。なお、要支給額に

つきましては、役員退職引当金に全額計上しております。 

 ・平成19年６月28日開催の第61回定時株主総会において決議した役員退職慰労金の打ち切り支給額 

 取締役 ７名  286百万円 

  監査役 ４名   8百万円（うち社外監査役 ２名 １百万円） 

 （12）会計監査人に支払うべき報酬等の額 

 当社グループにおける当社の会計監査人であるみすず監査法人に対する報酬 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額

を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記報酬等の金額については、これらの合計額をそのまま

記載しております。 

公認会計士の氏名等    所属する監査法人名 

 指定社員 業務執行社員  池浦 良典        みすず監査法人   

 指定社員 業務執行社員  白井 弘          みすず監査法人   

 区   分 支給人員   支 給 額 

 取 締 役     

 （うち社外取締役） 

     ７名 

     （－） 

     308百万円 

 （－） 

  監 査 役  

 （うち社外監査役） 

     ４名  

     （２） 

     48百万円 

 （ 9） 

  合   計        11名     356百万円 

  支 払 額 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額    28百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、中央青

山監査法人の監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監査法人の監査を受けており

ます。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

区分 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     28,107     28,943   

２．受取手形及び売掛金 
※

2.6.7 
  98,008     104,522   

３．有価証券     8,953     8,103   

４．たな卸資産     11,248     12,833   

５．繰延税金資産     1,079     1,215   

６．その他     2,025     2,161   

貸倒引当金     △765     △880   

流動資産合計     148,658 81.1   156,900 82.5 

Ⅱ 固定資産               

（1）有形固定資産               

１．建物及び構築物 ※２ 12,930     11,924     

減価償却累計額   6,994 5,935   6,587 5,337   

２．機械装置及び運搬具   684     731     

減価償却累計額   602 81   613 118   

３．器具及び備品   1,183     1,098     

減価償却累計額   1,002 180   941 156   

４．土地 ※２   11,004     10,911   

有形固定資産合計     17,201     16,523   

（2）無形固定資産     587     981   

（3）投資その他の資産               

１．投資有価証券 ※1.2   12,297     11,318   

２．長期貸付金     1,003     245   

３．固定化営業債権 ※３   1,366     782   

４．前払年金費用     2,256     2,380   

５．繰延税金資産     11     30   

６．その他     2,275     1,960   

貸倒引当金     △2,301     △963   

投資その他の資産合計     16,909     15,754   

固定資産合計     34,698 18.9   33,258 17.5 

資産合計     183,357 100.0   190,159 100.0 

     
 



区分 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金 ※７    117,284     122,636   

２．短期借入金 ※２   9,045     15,982   

３．一年以内償還予定社債  ※２    3,550     1,100   

４．未払法人税等      3,605     3,633   

５．賞与引当金     1,808     1,911   

６．その他     4,110     4,130   

流動負債合計     139,405 76.0   149,395 78.6 

Ⅱ 固定負債               

１．社債 ※２   1,100     －   

２．長期借入金 ※２   10,520     2,026   

３．繰延税金負債     2,934     2,909   

４．退職給付引当金     112     52   

５．役員退職引当金     590     312   

６．その他     603     651   

固定負債合計     15,862 8.7   5,953 3.1 

負債合計     155,267 84.7   155,348 81.7 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※８   7,909 4.3   － － 

Ⅱ 資本剰余金     6,081 3.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金     11,157 6.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3,799 2.1   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △845 △0.5   － － 

Ⅵ 自己株式 ※９   △12 △0.0   － － 

資本合計     28,090 15.3   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    183,357 100.0   － － 

   
 



区分 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   7,909 4.2 

２．資本剰余金     － －   6,081 3.2 

３．利益剰余金     － －   17,961 9.4 

４．自己株式     － －   △15 △0.0 

  株主資本合計     － －   31,936 16.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   3,389 1.8 

２．繰延ヘッジ損益     － －   64 0.0 

３．為替換算調整勘定     － －   △580 △0.3 

  評価・換算差額等合計     － －   2,873 1.5 

純資産合計     － －   34,810 18.3 

負債純資産合計     － －   190,159 100.0 
    



②【連結損益計算書】 

区分 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     341,785 100.0   377,610 100.0 

Ⅱ 売上原価     303,504 88.8   334,922 88.7 

売上総利益     38,280 11.2   42,688 11.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．支払手数料   2,618     3,154     

２．賃借・保管料   3,082     3,074     

３．運賃   3,682     3,711     

４．給料・賞与   9,357     9,740     

５．賞与引当金繰入額   1,808     1,911     

６．貸倒引当金繰入額   150     232     

７．退職給付費用   1,085     808     

８．役員退職引当金繰入額   63     95     

９．減価償却費   690     675     

10．その他   6,521 29,060 8.5 6,964 30,370 8.0 

営業利益     9,219 2.7   12,317 3.3 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   1,129     1,383     

２．受取配当金   137     147     

３．連結調整勘定償却   109     －     

４．受取補償金   327     －     

５．その他   458 2,162 0.6 690 2,221 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   1,443     1,529     

２．手形売却損   52     15     

３．その他   49 1,545 0.4 80 1,626 0.4 

経常利益     9,836 2.9   12,913 3.4 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※１ 7     13     

２．投資有価証券売却益   10     19     

３．厚生年金代行返上益   1,694     －     

４．年金過去勤務債務処理
益 

  1,335 3,048 0.9 － 32 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除売却損 ※２ 40     22     

２．関係会社株式評価損   470     66     

３．関係会社株式売却損    543     －     

４．その他   0 1,054 0.3 3 92 0.0 

税金等調整前当期純利
益 

    11,830 3.5   12,853 3.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  3,628     5,212     

法人税等調整額   1,138 4,767 1.4 133 5,346 1.4 

少数株主利益     9 0.0   － － 

当期純利益     7,053 2.1   7,506 2.0 

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

区分 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6,081 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     6,081 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,766 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 当期純利益   7,053 7,053 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 配当金   562   

役員賞与   100 662 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     11,157 

   

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,909 6,081 11,157 △12 25,136 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △703   △703 

当期純利益     7,506   7,506 

自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 6,803 △2 6,800 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

7,909 6,081 17,961 △15 31,936 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,799 － △845 2,953 28,090 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △703 

当期純利益         7,506 

自己株式の取得         △2 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△409 64 264 △80 △80 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△409 64 264 △80 6,720 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,389 64 △580 2,873 34,810 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

区分 
注記
番号

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   11,830 12,853 

減価償却費   690 675 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △1,873 △1,222 

その他引当金の増減額（減少：△）   △309 △335 

前払年金費用の増減額（増加：△）   △2,256 △124 

受取利息及び配当金   △1,267 △1,530 

支払利息   1,443 1,529 

為替差損益（差益：△)   26 39 

投資有価証券売却損益（売却益：△）   △10 △18 

関係会社株式評価損   470 66 

関係会社株式売却損益（売却益：△）   543 － 

有形・無形固定資産除却損   36 18 

有形・無形固定資産売却損益（売却益：△）   △3 △8 

売上債権の増減額（増加：△）   △4,092 △6,276 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △450 △1,484 

仕入債務の増減額（減少：△）   3,952 5,195 

役員賞与の支払額    △100 － 

その他   1,584 2,087 

小計   10,214 11,465 

法人税等の支払額   △312 △5,420 

営業活動によるキャッシュ・フロー   9,901 6,045 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △252 △35 

定期預金の払戻による収入   110 45 

投資有価証券の取得による支出   △1,160 △200 

投資有価証券の売却による収入   332 97 

貸付による支出   △12 △81 

貸付金の回収による収入   75 236 

その他の投資による支出   △58 △53 

その他の投資の回収による収入   32 38 

有形・無形固定資産取得による支出   △520 △809 

有形・無形固定資産売却による収入   18 435 

利息及び配当金の受取額   1,251 1,537 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の     
売却による支出  

※２ △127 － 

その他   △35 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △347 1,210 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金純増減額（減少：△）   △686 △445 

長期借入金の借入による収入   3,450 1,400 

長期借入金の返済による支出   △8,301 △2,511 

社債の償還による支出   － △3,550 

配当金の支払額   △562 △703 

利息の支払額   △1,440 △1,524 

その他   △6 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △7,546 △7,337 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   153 76 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   2,161 △4 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   34,664 36,825 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 36,825 36,820 
  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数 11社 

 主要な連結子会社名は「第１企業の

概況 ４．関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。 

なお、平成17年12月に

Yamazen (UK) Ltd.の全株式を売却した

ことに伴い、当連結会計年度から除外

しておりますが、平成17年９月30日ま

での６ヶ月間の損益計算書を連結して

おります。 

  

(1）連結子会社数 11社 

 主要な連結子会社名は「第１企業の

概況 ４．関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

（主要な非連結子会社） 

㈱山善不動産 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

（主要な非連結子会社） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社（㈱山善不動産他）及び

関連会社（Hamatool (Malaysia) Sdn.Bh

d.他）は、それぞれ当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法は適用しておりません。 

同左 

３．連結子会社の決算日等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準と評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

(1）重要な資産の評価基準と評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

商品 

    先入先出法による原価法（た

だ し、在外連結子会社では主として

移動平均法による低価法） 

③ たな卸資産 

商品 

  同左 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社の有形固定

資産 

 主として定率法（但し、平成10

年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物  ３年～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社の有形固定

資産 

 主として定率法（但し、平成10

年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物  38年 

  在外連結子会社の有形固定資産 

主として定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物  ３年～59年 

在外連結子会社の有形固定資産 

主として定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物  39年 

  ② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

② 無形固定資産 

  定額法 

            同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるた

め、期末在職従業員に対し支払うべ

き未払賞与見積額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

        同左 

  ③ 役員賞与引当金  

    役員の賞与の支給のため、支給見 

  込み額を計上しております。 

  

③    ────── 

    

   （追加情報）  

    役員賞与は、従来、株主総会の利 

益処分案承認決議により未処分利益

の減少として会計処理をしておりま

したが、当連結会計年度より「役員

賞与の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務対

応報告第13号 平成16年3月9日）に

基づき、発生時に会計処理すること

としております。   

 この結果、従来の方法と比較し  

て、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は、それぞれ  

100百万円減少しております。 

  なお、役員賞与引当金は、流動負

債「その他」に含めて表示しており

ます。 

  （追加情報）  

  前連結会計年度に「役員賞与引当

金」及び「役員賞与引当金繰入額」とし

て計上していた役員賞与支給見込額は、

「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）が公表されたことに伴

い、また株主総会で決議された報酬限度

額の範囲内で、支給額について取締役会

決議を行っていることから、当期は確定

債務として流動負債の「その他」及び販

売費及び一般管理費の「その他」に含め

て計上しております。 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異につい
ては、10年による均等額を費用処理
しております。 
 数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（13
年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することにしておりま
す。 
 過去勤務債務は、その発生時に一
括償却しております。 
 また、執行役員の退職による退職
慰労金支給に備えるため、支給内規
に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 

④ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異につい
ては、10年による均等額を費用処理
しております。 
 数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（13
年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することにしておりま
す。 
 過去勤務債務は、その発生時に一
括償却しております。 

  （追加情報）  
 当社及び一部の国内連結子会社は、厚
生年金基金の代行部分について、平成17
年4月1日付けで厚生労働大臣から過去分
返上の認可を受け、平成17年７月７日に
返還額(最低責任準備金)の納付を行って
おります。 
 これに伴い、厚生年金代行返上益1,694
百万円を特別利益として計上しておりま
す。 
 また、厚生年金基金から確定給付企業
年金基金へ移行し、類似型キャッシュ・
バランスプランを導入しております。 
 この制度変更に伴い、過去勤務債務処
理益 1,335百万円を特別利益として計上
しております。 

 （追加情報）  
 当社は、平成19年３月31日をもっ
て、執行役員退職慰労金制度を廃止
しました。 
 これに伴い、同日以前から就任し
ている執行役員に対する同日時点の
退職慰労金は、確定債務として流動
負債の「その他」及び固定負債の
「その他」に含めて計上しておりま
す。 

  ⑤ 役員退職引当金 
 役員の退職による退職慰労金支給に備
えるため、支給内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

⑤ 役員退職引当金 
 役員の退職による退職慰労金支給
に備えるため、支給内規に基づく期
末要支給額を計上しております。 

    
  

 当社及び一部の国内連結子会社
は、平成19年３月31日をもって役員
退職慰労金制度を廃止しました。 
 従って、当連結会計年度末におけ
る役員退職引当金残高は、当該日以
前から就任している役員に対する平
成19年３月31日時点における要支給
額であります。 
  なお、当社は、平成19年６月28日
開催の定時株主総会において、平成
19年３月31日までの在任期間に応じ
て各氏の退任時に打ち切り支給する
旨の決議をいたしました。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦
通貨への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務等は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理してお
ります。 
 なお、在外連結子会社等の資産、負
債、収益及び費用は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は、資本の部における為替換算調
整勘定に含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦
通貨への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務等は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理してお
ります。 
 なお、在外連結子会社等の資産、負
債、収益及び費用は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は、純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

 なお、為替予約及び通貨スワップ

については、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用して

おります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引 

（為替予約、通貨及び金利スワッ

プ取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債権債務及び借入金（予定

取引を含む) 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社の内部規程に基づき、将来の

為替・金利変動リスク回避のために

行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 事前評価及び事後評価は、比率分

析等の方法によっております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６. 連結調整勘定の償却の方

法 

 連結調整勘定の償却については、原則

として５年間の均等償却を行うこととし

ておりますが、金額に重要性が乏しいも

のについては、発生した連結会計年度に

一括償却しております。        

  

 ────── 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分（損失処理）に基づ

いて作成しております。 

 ────── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。従

来の資本の部の合計に相当する金額は34,745百万円で

あります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度末における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

   



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式）  1,165百万円 投資有価証券（株式）       833百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

 受取手形     11,447百万円

 建物及び構築物      3,217百万円

 土地      6,098百万円

 投資有価証券    675百万円

 受取手形     10,212百万円

 建物及び構築物  2,745百万円

 土地      5,995百万円

 投資有価証券 18百万円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金      5,852百万円

 長期借入金      1,492百万円

 社債発行に係る被保証額      4,650百万円

 短期借入金     6,581百万円

 長期借入金      166百万円

 社債発行に係る被保証額      1,100百万円

※３ 固定化営業債権 ※３ 固定化営業債権 

 固定化営業債権とは「破産債権、再生債権、更

生債権その他これらに準ずる債権」であります。 

同左 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

大垣機工㈱   58百万円 借入金等の保証 

当社グループ社員   252百万円 
住宅資金借入等の
保証 

その他（３件）   73百万円 リース料の保証 

合計   384百万円   

当社グループ社員 215百万円 
住宅資金借入等の
保証 

その他（３件）  41百万円 リース料等の保証

合計   256百万円   

 ５ 受取手形裏書譲渡高  12百万円  ５ 輸出手形割引高    23百万円

※６ 手形債権流動化 ※６ 手形債権流動化 

 受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的によ

り支払保留されている151百万円は、流動資産「受

取手形及び売掛金」に含めて表示しております。 

 受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的によ

り支払保留されている168百万円は、流動資産「受

取手形及び売掛金」に含めて表示しております。 

※７       ────── ※７ 連結会計年度末日満期手形 

   当連結会計年度末日は金融機関の休日でありま

すが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当連結会計年度末日満期手形は次の 

とおりであります。 

 受取手形             4,410百万円 

  支払手形              606百万円 

※８ 当社の発行済株式総数は、普通株式93,840千株で

あります。 

※８        ────── 

※９ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式38,104

株であります。 

※９        ────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

土地   2百万円

建物及び構築物  1百万円

その他  4百万円

建物及び構築物   12百万円

その他   1百万円

※２ 固定資産除売却損の内訳 ※２ 固定資産除売却損の内訳 

建物及び構築物    6百万円

器具及び備品   4百万円

機械及び装置 27百万円

その他 2百万円

建物及び構築物     11百万円

器具及び備品    7百万円

その他  4百万円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,393株は、単元未満株式の買取りによるものであります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  （注）会社法第459条第１項の規定により、取締役会の決議としております。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 93,840,310 － － 93,840,310 

合計 93,840,310 － － 93,840,310 

自己株式        

普通株式 （注） 38,104 3,393 － 41,497 

合計 38,104 3,393 － 41,497 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり  
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 703 7.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月９日 

取締役会（注） 
普通株式 1,172  利益剰余金 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月11日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定  28,107百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
 △236百万円

有価証券（コマーシャルペー 

パー等） 
   8,953百万円

現金及び現金同等物    36,825百万円

現金及び預金勘定     28,943百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△226百万円

有価証券（コマーシャルペー 

パー等） 
 8,103百万円

現金及び現金同等物     36,820百万円

※２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により、Yamazen(UK)Ltd.が連結子会社

でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

訳並びにYamazen(UK)Ltd.社株式の売却価額と売却に

よる支出は次のとおりであります。 

※２             ────── 

 流動資産   832百万円

 固定資産    42百万円

 流動負債  △175百万円

 固定負債  △0百万円

 株式売却損   △543百万円

 Yamazen(UK)Ltd.株式の売却価額 155百万円

 Yamazen(UK)Ltd.の現金同等物 △282百万円

 差引：売却による支出  △127百万円

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額  

相当額 

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

 期末残高  

相当額 

（百万円） 

機械装置及び運搬
具 

516 259 257

器具及び備品 763 270 492

無形固定資産その
他（ソフトウェ
ア） 

55 25 30

合計 1,335 555 780

取得価額  

相当額 

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

 期末残高  

相当額 

（百万円） 

機械装置及び運搬
具 

520 252 268

器具及び備品 886 360 526

無形固定資産その
他（ソフトウェ
ア） 

56 37 19

合計 1,464 650 813

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    254百万円

１年超    512百万円

合計    767百万円

１年以内   262百万円

１年超   556百万円

合計    818百万円

   

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料    365百万円

減価償却費相当額    346百万円

支払利息相当額   15百万円

支払リース料  327百万円

減価償却費相当額       307百万円

支払利息相当額     22百万円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース

料 

２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース

料 

１年以内   30百万円

１年超   67百万円

合計   97百万円

１年以内     42百万円

１年超     91百万円

合計     133百万円

    (減損損失について) 

     リース資産に配分された減損損失はありません。 

    (減損損失について) 

    同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種 類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差 額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

  株 式 3,643 10,036 6,393 

小 計 3,643 10,036 6,393 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

 (1) 株 式 

 (2) 債 券 

   国債・地方債 

              13 

  

15 

              12 

  

15 

△1 

  

△0 

小 計 28 27 △1 

合 計 3,672 10,064 6,392 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

33,329 10 － 

  
  
   

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券 

     コマーシャルペーパー 

     劣後債 

 (2)その他有価証券 

   非上場株式 

   債権信託受益権 

   金銭信託  

  

3,053 

521 

  

545 

2,900 

3,000 

種 類 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

 債 券 

   国債・地方債 

   劣後債 

   コマーシャルペーパー 

  

－ 

－ 

3,053 

  

15 

 521 

－ 

  

－ 

－ 

－ 

  

－ 

－ 

－ 

合 計 3,053 537 － － 



Ⅱ 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種 類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差 額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

  株 式 3,556 9,289 5,733 

小 計 3,556 9,289 5,733 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

 (1) 株 式 

 (2) 債 券 

   国債・地方債 

 152 

  

15 

 114 

  

14 

△38 

  

△0 

小 計 167 129 △38 

合 計 3,723 9,418 5,695 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

31,400 19 0 

  
  
   

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券 

     コマーシャルペーパー 

     劣後債 

 (2)その他有価証券 

   非上場株式 

   債権信託受益権 

   金銭信託  

  

1,398 

513 

  

552 

2,704 

4,000 

種 類 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

 債 券 

   国債・地方債 

   劣後債 

   コマーシャルペーパー 

  

－ 

－ 

1,398 

  

14 

 513 

－ 

  

－ 

－ 

－ 

  

－ 

－ 

－ 

合 計 1,398 528 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引

は、金利関連では金利スワップ取引、通貨関連では

為替予約取引及び通貨スワップ取引であります。 

同左 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的 (2）取引に対する取組方針及び利用目的 

 当社グループは、有利子負債に関する金利変動リ

スクをヘッジし、又はその支払利息の軽減を図る目

的で、予め定められた一定限度額の範囲内におい

て、金利スワップ取引を行っております。その内容

は、固定金利と変動金利の交換取引であります。ま

た、実需の範囲内に限定して外貨建債権・債務に係

る為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引

を行っております。 

 投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であ

ります。 

 ヘッジ有効性評価の方法（事前評価及び事後評

価）は、比率分析等の方法によっております。 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 (3）取引に係るリスクの内容 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、

金利及び為替の変動リスクを有しておりますが、上

記利用目的に限定しておりますので相対的に軽微で

あります。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高

い金融機関に限定しているため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないもの

と判断しております。 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 (4）取引に係るリスク管理体制 

 これらの管理は、当社の財務部及び国際管理部に

て行われており、リスク管理体制としましては、デ

リバティブに関する社内管理規程を設け、その取引

にあたっては当該規程に基づく所定の決裁を得るこ

と、また報告制度等、チェックシステムを明確化

し、内部統制が充分機能するようリスク管理を行っ

ております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）通貨関連 (1）通貨関連 

１．時価の算定方法 

 先物為替相場を使用しております。 

  

同左 

２．ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略して

おります。 

 

(2）金利関連 (2）金利関連 

１．時価の算定方法 

 金融機関から提示された価格によっておりま

す。 

同左 

２．ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略して

おります。 

 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の企業

年金基金制度を、一部の在外連結子会社は退職一時金制

度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際して転進援助制度を設けて

おり、申請者に対して退職給付会計に準拠した数理計算

による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払

う場合があります。 

 さらに、執行役員に対して執行役員退職慰労金制度を

設けており、当該制度における期末要支給額を退職給付

債務として認識し、未積立額の全額を退職給付費用とし

て処理しております。 

 なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基

金の代行部分について、平成17年４月1日付けで厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年７月７日に

返還額(最低責任準備金)の納付を行っております。  

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の企業

年金基金制度を、一部の在外連結子会社は退職一時金制

度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際して転進援助制度を設けて

おり、申請者に対して退職給付会計に準拠した数理計算

による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払

う場合があります。 

 なお、当社は、平成19年３月31日付けで執行役員に対

する執行役員退職慰労金制度を廃止しております。 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

（百万円） 

(1）退職給付債務 △15,038 △15,838 

(2）年金資産 14,083 14,911 

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △955 △927 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 498 373 

(5）未認識数理計算上の差異 2,601 2,881 

(6）連結貸借対照表計上額純額（(3)＋(4)＋(5)） 2,143 2,327 

(7）前払年金費用 2,256 2,380 

(8）退職給付引当金(6)－(7) △112 △52 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．転進援助制度を適用する退職者への割増退職金は含

めておりません。 

１．        同左 

２．一部の在外連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。         

２．        同左 

 ３. 退職給付債務には執行役員退職慰労金の期末要支給

額を含んでおります。           

 ３．       ────── 



３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（百万円） 

(1）勤務費用 475 468 

(2）利息費用 297 298 

(3）期待運用収益 △325 △408 

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 141 124 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 497 325 

(6）退職給付費用（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 1,085 808 

(7）厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △1,694 － 

(8）過去勤務債務の費用処理額  △1,335 － 

(9）計  △1,943 808 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．上記の退職給付費用以外に割増退職金 47百万円を支

払っており、販売費及び一般管理費として処理して

おります。 

１．上記の退職給付費用以外に割増退職金 38百万円を支

払っており、販売費及び一般管理費として処理して

おります。 

２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しており

ます。         

２．      ──────── 

３．      ──────── ３．簡便法を適用している在外連結子会社の退職給付費

用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

４．簡便法を適用している在外連結子会社の「(1)勤務費

用」は、「退職給付費用－会計基準変更時差異償却

額」を計上しております。          

４．           ──────── 

５. 勤務費用は執行役員分を含んでおります。 ５.         同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率  2.0％  2.0％ 

(3）期待運用収益率 2.9％ 2.9％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数  13年  13年 

(5）会計基準変更時差異の処理年数  10年  10年 

(6）過去勤務債務の額の処理年数  1年  1年 



（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

（百万円） 

繰延税金資産     

貸倒引当金 78 94 

関係会社株式評価損 190 295 

退職給付引当金 36 33 

役員退職引当金 237 124 

賞与引当金 701 737 

未払事業税 257 242 

その他 143 103 

繰延税金資産合計 1,642 1,633 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 2,586 2,307 

前払年金費用 895 942 

その他 3 46 

繰延税金負債合計 3,486 3,297 

   繰延税金負債の純額  1,843 1,664 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

（％） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

（％） 

  

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ 

  るため注記を省略しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

            同左   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める主たる事業の機

械、器具、工具等卸販売業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分の属する主な国又は地域 

       北米……米国、カナダ 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高 
328,472 4,992 8,320 341,785 ― 341,785 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
4,536 14 1,736 6,287 (6,287) ― 

計 333,008 5,007 10,056 348,072 (6,287) 341,785 

営業費用 324,479 4,831 9,538 338,849 (6,283) 332,565 

営業利益 8,528 176 518 9,223 (3) 9,219 

Ⅱ 資産 179,290 3,963 4,880 188,134 (4,777) 183,357 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分の属する主な国又は地域 

       北米……米国、カナダ 

 ３．前期まで「その他」としておりましたセグメントについては、前期において関係会社の異動があったため、

当期より「アジア」としております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……米国、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……米国、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  ４．前期まで「その他」としておりました区分については、当期より「アジア他」としております。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高 
362,515 4,841 10,253 377,610 － 377,610 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
4,894 3 1,775 6,672 (6,672) － 

計 367,409 4,844 12,029 384,283 (6,672) 377,610 

営業費用 356,312 4,640 10,994 371,947 (6,654) 365,292 

営業利益 11,097 203 1,034 12,335 (17) 12,317 

Ⅱ 資産 184,778 3,600 6,506 194,885 (4,726) 190,159 

  北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,582 24,479 30,062 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     341,785 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
1.6 7.2 8.8 

  北米 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,135 30,524 35,660 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     377,610 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
1.4 8.1 9.4 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額       299.46円 

１株当たり当期純利益金額      75.19円 

１株当たり純資産額        371.12円 

１株当たり当期純利益金額         80.03円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 7,053 7,506 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） ―  ―  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,053 7,506 

期中平均株式数（千株） 93,807 93,800 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、1年以内の償還予定額であります。 

        ２．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

当社 第４回無担保普通社債（私募） 
平成14年 

３月27日 

1,100 

(1,100) 
－ 0.88 なし 

平成19年

３月27日 

当社 第５回無担保普通社債（私募） 
平成14年 

３月29日 

2,000 

(2,000) 
－ 0.70 なし 

平成19年

３月29日 

当社 第６回無担保普通社債（私募） 
平成14年 

４月15日 
1,100 

1,100 

(1,100) 
0.90 なし 

平成19年

４月13日 

当社 第７回無担保普通社債（私募） 
平成14年 

７月31日 

450 

(450) 
－ 0.65 なし 

平成18年

７月31日 

合計 － 
4,650 

(3,550) 

1,100 

(1,100) 
 － －  － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

1,100 － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 6,600 6,155 1.31 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,445 9,827 1.21 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 10,520 2,026 1.08 平成20年～23年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計  19,566 18,009 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 930 577 10 507 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   24,851 25,214 

２．受取手形 
※1,4 

  8,9 
45,708 45,222 

３．売掛金 ※４ 50,741 57,648 

４．有価証券  8,953 8,103 

５．商品  9,180 9,294 

６．前渡金  615 555 

７．前払費用  163 137 

８．繰延税金資産  983 1,043 

９．未収収益  14 6 

10．短期貸付金  38 31 

11．未収入金  785 1,062 

12．立替金  77 153 

13．営業外受取手形   2 － 

14．その他  149 － 

貸倒引当金  △730 △833 

流動資産合計  141,535 79.3 147,641 80.7

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※１ 10,997 9,940   

減価償却累計額  6,059 4,938 5,584 4,356 

２．構築物  1,208 1,208   

減価償却累計額  624 584 663 544 

３．機械及び装置  556 613   

減価償却累計額  522 34 525 87 

４．車両運搬具  50 40   

減価償却累計額  43 6 37 2 

     
 



区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

５．器具及び備品  619 526   

減価償却累計額  503 115 439 86 

６．土地 ※１ 10,769 10,666 

有形固定資産合計  16,448 15,744 

(2）無形固定資産    

１．借地権  16 16 

２．商標権  0 0 

３．電話加入権  48 48 

４．共同施設利用権  54 35 

５．ソフトウェア   308 434 

６．その他  146 439 

無形固定資産合計  575 975 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１ 11,130 10,483 

２．関係会社株式  4,444 3,971 

３．出資金  95 95 

４．長期貸付金  2 － 

５．従業員長期貸付金  23 20 

６．関係会社長期貸付金  1,307 515 

７．固定化営業債権 ※５ 1,363 782 

８. 前払年金費用    2,145 2,246 

９．差入保証金  1,015 506 

10．その他   988 1,214 

貸倒引当金  △2,643 △1,165 

投資その他の資産合計  19,875 18,670 

固定資産合計  36,899 20.7 35,390 19.3

資産合計  178,434 100.0 183,031 100.0 

   
 



区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※4,9 71,599 72,449 

２．買掛金 ※４ 43,001 47,103 

３．短期借入金 ※１ 6,600 6,155 

４．一年以内返済予定長期
借入金 

※１ 2,445 9,827 

５. 一年以内償還予定社債   ※１  3,550 1,100 

６．未払金  920 1,121 

７．未払法人税等  3,400 3,375 

８．未払費用  927 896 

９．前受金  859 957 

10．預り金  1,272 1,091 

11．前受収益  19 15 

12．賞与引当金  1,603 1,694 

13. 役員賞与引当金   100 － 

14．その他  333 256 

流動負債合計  136,633 76.6 146,044 79.8

Ⅱ 固定負債    

１．社債 ※１ 1,100 － 

２．長期借入金 ※１ 10,520 2,026 

３．退職給付引当金  62 － 

４．役員退職引当金  578 295 

５. 繰延税金負債   2,766 2,738 

６．預り保証金   601 597 

７．その他   － 51 

固定負債合計  15,629 8.7 5,708 3.1

負債合計  152,263 85.3 151,753 82.9

 



区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 7,909 4.5 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  1,980 －   

２．その他資本剰余金    

資本金及び資本準備金
減少差益 

 4,101 －   

資本剰余金合計  6,081 3.4 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．任意積立金    

別途積立金  500 －   

２．当期未処分利益  7,894 －   

利益剰余金合計  8,394 4.7 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 3,799 2.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △12 △0.0 － －

資本合計  26,171 14.7 － －

負債及び資本合計  178,434 100.0 － － 

   
 



区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 7,909 4.3

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   － 1,980   

(2）その他資本剰余金   － 4,101   

資本剰余金合計    － － 6,081 3.3

３．利益剰余金     

(1）その他利益剰余金     

別途積立金   － 500   

繰越利益剰余金   － 13,348   

利益剰余金合計    － － 13,848 7.6

４．自己株式   － － △15 △0.0

株主資本合計    － － 27,824 15.2

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差
額金 

  － － 3,389 1.9

２．繰延ヘッジ損益   － － 64 0.0

評価・換算差額等合計    － － 3,454 1.9

純資産合計    － － 31,278 17.1

負債純資産合計    － － 183,031 100.0

      



②【損益計算書】 

区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     330,423 100.0   363,358 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．期首商品たな卸高   8,733     9,180     

２．当期商品仕入高   296,464     325,079     

合計   305,198     334,259     

３．期末商品たな卸高   9,180 296,017 89.6 9,294 324,965 89.4 

売上総利益     34,405 10.4   38,393 10.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．旅費交通費   860     847     

２．販売促進・交際費   529     660     

３．広告宣伝費   554     648     

４．通信費   419     403     

５．印刷・消耗品費   252     300     

６．運賃   3,622     3,591     

７．荷造包装費   68     54     

８．燃料費   124     131     

９．支払手数料   1,917     2,101     

10．販売手数料   1,260     2,039     

11．水道光熱費   81     77     

12．賃借料   1,318     1,276     

13．保管料   2,370     2,400     

14．修繕費   123     87     

15．保険料   159     135     

16．租税公課   364     360     

17．会費・会議費   209     267     

18．輸入諸掛   7     4     

19．雑費   27     27     

20．寄付金   0     50     

21．役員報酬   265     276     

22．役員賞与引当金繰入額   100     －     

23．役員賞与   －     102     

24．給料   5,665     5,645     

25．従業員賞与   1,364     1,529     

26．賞与引当金繰入額   1,603     1,694     

27．退職給与   52     46     

28．退職給付費用   973     725     

29．法定福利費   1,048     1,106     

30．福利厚生費   95     74     

31．貸倒引当金繰入額   112     219     

32．役員退職引当金繰入額   57     88     

 



区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

33．減価償却費   595 26,206 7.9 600 27,576 7.6 

営業利益     8,199 2.5   10,817 3.0 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   43     47     

２．受取配当金   136     147     

３．仕入割引   1,026     1,248     

４．設備賃貸料   32     35     

５．受取手数料   10     15     

６．受取保険金   13     12     

７．雑収入   361 1,624 0.5 479 1,987 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   341     296     

２．手形売却損   52     15     

３．社債利息   36     34     

４．売上割引   1,060     1,188     

５．為替差損   47     22     

６．雑損失   39 1,579 0.5 60 1,617 0.4 

経常利益     8,245 2.5   11,187 3.1 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※１ 3     12     

２．投資有価証券売却益   10     19     

３．厚生年金代行返上益   1,532     －     

４. 年金過去勤務債務処理
益  

  1,315 2,862 0.9 － 31 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除売却損 ※２ 38     21     

２．投資有価証券売却損   －     0     

３. 関係会社株式評価損   470     66     

４. 関係会社株式売却損   441     －     

５．その他   0 950 0.3 0 88 0.0 

税引前当期純利益     10,157 3.1   11,130 3.1 

法人税、住民税及び事
業税 

  3,339     4,827     

法人税等調整額   1,256 4,596 1.4 145 4,972 1.4 

当期純利益     5,561 1.7   6,157 1.7 

前期繰越利益     2,332     －   

当期未処分利益     7,894     －   

                



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 日付は、株主総会承認年月日であります。 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

区分 
注記 
番号 

前事業年度 
（平成18年6月29日） 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  7,894

Ⅱ 利益処分額  

1.配当金  703

   2.役員賞与金  －

        (うち監査役賞与金)  (－) 703

Ⅲ 次期繰越利益  7,190

   

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備
金 

その他資
本剰余金

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 別 途  

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,909 1,980 4,101 6,081 500 7,894 8,394 △12 22,372 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △703 △703   △703 

当期純利益           6,157 6,157   6,157 

自己株式の取得               △2 △2 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － 5,454 5,454 △2 5,451 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

7,909 1,980 4,101 6,081 500 13,348 13,848 △15 27,824 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,799 － 3,799 26,171 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △703 

当期純利益       6,157 

自己株式の取得       △2 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△409 64 △344 △344 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△409 64 △344 5,106 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,389 64 3,454 31,278 



重要な会計方針 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

先入先出法による原価法 

商品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   ３年～50年 

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物     38年 

  無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務等は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、

期末在職従業員に対し支払うべき未払賞

与見積額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給のため、支給見  

込額を計上しております。  

  

   

 （追加情報）   

    役員賞与は、従来、株主総会の利 

   益処分案承認決議により未処分利 

   益の減少として会計処理をしてお 

   りましたが、当事業年度より「役 

   員賞与の会計処理に関する当面の 

   取扱い」（企業会計基準委員会 

   実務対応報告第13号 平成16年3月 

   9日）に基づき、発生時に会計処理 

   することとしております。   

    この結果、従来の方法と比較し 

   て、営業利益、経常利益及び税引 

   前当期純利益は、それぞれ100百万 

   円減少しております。 

─────── 

  

  

  

  

（追加情報）   

    前事業年度に「役員賞与引当金」及

び「役員賞与引当金繰入額」として計上

していた役員賞与支給見込額は、「役員

賞与に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）が公表されたことに伴い、ま

た株主総会で決議された報酬限度額の範

囲内で、支給額について取締役会決議を

行っていることから、当事業年度は確定

債務として流動負債の「未払金」及び販

売費及び一般管理費の「役員賞与」に含

めて計上しております。 

   退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

 業年度末における退職給付債務及び年 

 金資産の見込額に基づき計上しており 

 ます。 

   なお、会計基準変更時差異について 

  は、10年による均等額を費用処理して 

  おります。 

    数理計算上の差異は、その発生時の 

 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

 年数（13年）による定額法により按分し 

 た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費 

 用処理することにしております。 

   過去勤務債務は、その発生時に一括償 

 却しております。 

   また、執行役員の退職による退職慰労 

 金支給に備えるため、支給内規に基づく 

 期末要支給額を計上しております。 

 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

 業年度末における退職給付債務及び年 

 金資産の見込額に基づき計上しており 

 ます。 

   なお、会計基準変更時差異について 

  は、10年による均等額を費用処理して 

  おります。 

    数理計算上の差異は、その発生時の 

 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

 年数（13年）による定額法により按分し 

 た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費 

 用処理することにしております。 

   過去勤務債務は、その発生時に一括償 

 却しております。 

  (追加情報) 

 当社は、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年4月1日付けで厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、平成17年

７月７日に返還額(最低責任準備金)の納

付を行っております。 

 これに伴い、厚生年金代行返上益1,532 

百万円を特別利益として計上しておりま

す。 

 また、厚生年金基金から確定給付企業

年金基金へ移行し、類似型キャッシュ・

バランス・プランを導入しております。 

 この制度変更に伴い、過去勤務債務処

理益 1,315百万円を特別利益として計上

しております。 

 (追加情報) 

 当社は、平成19年３月31日をもって、執

行役員退職慰労金制度を廃止しました。 

 これに伴い、同日以前から就任している

執行役員に対する同日時点の退職慰労金

は、確定債務として流動負債の「未払金」

及び固定負債の「その他」に含めて計上し

ております。 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  役員退職引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に備

えるため、支給内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

役員退職引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に備

えるため、支給内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

  当社は、平成19年３月31日をもって役員

退職慰労金制度を廃止しました。 

 従って、当事業年度末における役員退職

引当金残高は、当該日以前から就任してい

る役員に対する平成19年３月31日時点にお

ける要支給額であります。 

 なお、当社は、平成19年６月28日開催の

定時株主総会において、平成19年３月31日

までの在任期間に応じて各氏の退任時に打

ち切り支給する旨の決議をいたしました。

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、為替予約及び通貨スワップにつ

いては、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引 

（為替予約、通貨及び金利スワップ

取引） 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

 外貨建債権債務及び借入金（予定取

引を含む） 

ヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ方針 

 当社の内部規程に基づき、将来の為

替・金利変動リスク回避のために行っ

ております。 

ヘッジ方針 

同左 

  ヘッジ有効性評価の方法 

 事前評価及び事後評価は、比率分析

等の方法によっております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」 (企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、31,213百万

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

受取手形     11,447百万円

建物      3,217百万円

土地      6,098百万円

投資有価証券    675百万円

受取手形     10,212百万円

建物      2,745百万円

土地 5,995百万円

投資有価証券   18百万円

対応する債務 対応する債務 

短期借入金      5,200百万円

一年以内返済予定長期借入金      652百万円

長期借入金      1,492百万円

社債発行に係る被保証額      4,650百万円

短期借入金      5,255百万円

一年以内返済予定長期借入金    1,326百万円

長期借入金        166百万円

社債発行に係る被保証額     1,100百万円

※２ 授権株式数   普通株式    200,000,000株

発行済株式総数 普通株式     93,840,310株

※２          ───────    

※３ 当社の自己株式の数は、普通株式 38,104株であり

ます。 

※３          ─────── 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりであります。 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金      3,362百万円

支払手形及び買掛金    520百万円

受取手形及び売掛金   2,729百万円

支払手形及び買掛金  359百万円

※５ 固定化営業債権に係る注記 

 固定化営業債権とは、「破産債権、再生債権、

更生債権その他これらに準ずる債権」でありま

す。 

※５ 固定化営業債権に係る注記 

同左 

 ６ 偶発債務  ６ 偶発債務 

Yamazen  
(Shanghai) 
 Trading Co.,Ltd. 

  59百万円 借入金の保証 

Yamazen 
（Singapore） 
Pte.Ltd. 

274百万円 
輸入引受手形等の
保証 

大垣機工㈱   58百万円 借入金等の保証 

社員   252百万円 
住宅資金借入等の
保証 

その他   15百万円 リース料等の保証

合計  660百万円   

Yamazen 
（Singapore） 
Pte.Ltd. 

460百万円 
輸入引受手形等の
保証 

Plustech Inc.  70百万円 借入金の保証 

社員   215百万円 
住宅資金借入等の
保証 

その他 61百万円 リース料等の保証

合計   808百万円   

 ７ 受取手形裏書譲渡高  12百万円   ７ 輸出手形割引高 23百万円 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※８ 手形債権流動化 

  受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的によ

り支払保留されている151百万円は、流動資産「受

取手形」に含めて表示しております。 

※８ 手形債権流動化 

  受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的によ

り支払保留されている168百万円は、流動資産「受

取手形」に含めて表示しております。 

※９         ─────── 

  

※９ 事業年度末日満期手形  

当事業年度末日は金融機関の休日であります

が、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。当事業年度末日満期手形は次のとおり

であります。  

 受取手形      4,410百万円 

 支払手形       606百万円 

 10 配当制限  10             ─────── 

商法施行規則第124条第３号

に規定する純資産額 
     3,799百万円

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加3,393株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

土地   2百万円

建物  1百万円

建物 12百万円

※２ 固定資産除売却損の内訳 ※２ 固定資産除売却損の内訳 

建物及び構築物    6百万円

機械及び装置   27百万円

その他 5百万円

建物 10百万円

その他 11百万円

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 (注) 38,104 3,393 － 41,497 

合計 38,104 3,393 － 41,497 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 取得価額  

相当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高  

相当額 

（百万円） 

器具及び備品 762 270 492

車両運搬具 495 244 251

ソフトウェア 48 23 24

合計 1,306 538 767

 取得価額  

相当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高  

相当額 

（百万円） 

器具及び備品 885 359 525

車両運搬具 503 237 265

ソフトウェア 49 34 14

合計 1,438 631 806

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    250百万円

１年超    503百万円

合計    754百万円

１年以内       258百万円

１年超       551百万円

合計       810百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料    360百万円

減価償却費相当額    342百万円

支払利息相当額   15百万円

支払リース料       322百万円

減価償却費相当額       303百万円

支払利息相当額     21百万円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース

料 

２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース

料 

１年以内   30百万円

１年超   67百万円

合計   97百万円

１年以内     42百万円

１年超     91百万円

合計     133百万円

   (減損損失について) 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 

   (減損損失について) 

    同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
（百万円） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

（百万円） 

繰延税金資産     

貸倒引当金 222 94 

関係会社株式評価損 190 295 

退職給付引当金 25 22 

役員退職引当金 234 119 

賞与引当金 649 686 

未払事業税 255 242 

その他 94 103 

繰延税金資産合計 1,672 1,567 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 2,586 2,307 

前払年金費用 869 909 

その他 － 44 

繰延税金負債合計 3,456 3,262 

繰延税金負債の純額  1,783 1,694 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
（％） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

（％） 

法定実効税率 40.5 40.5  

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1 2.4  

住民税均等割等 0.6 0.6 

その他 2.0 1.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   45.2 44.7  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額       279.01円 

１株当たり当期純利益金額      59.29円 

１株当たり純資産額    333.47円 

１株当たり当期純利益金額    65.65円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 5,561 6,157 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (－)   

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,561 6,157 

期中平均株式数（千株） 93,807 93,800 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱森精機製作所 1,000,057 2,805 

ダイキン工業㈱ 330,500 1,355 

オークマホールディングス㈱ 806,615 1,111 

クボタ㈱ 519,060 536 

オーエスジー㈱ 271,684 485 

㈱りそなホールディングス 1,151 365 

㈱みずほフィナンシャルグループ 442 408 

住友電気工業㈱  137,132 245 

富士火災海上保険㈱ 466,000 226 

タカラスタンダード㈱ 326,834 222 

㈱ツガミ 300,000 202 

日東工器㈱ 66,000 181 

㈱ダイフク 90,762 155 

㈱コロナ 69,050 139 

クリナップ㈱ 112,100 122 

ダイソー㈱ 292,000 118 

松下電工㈱ 84,892 114 

ブラザー工業㈱ 70,000 111 

日清紡績㈱  75,000 110 

 ㈱瀧沢鉄工所 300,000 93 

 ＤＯＧＡ 21,100 86 

 ㈱ノーリツ 36,300 82 

その他（53銘柄） 1,806,764 675 

小計 7,183,445 9,954 

計 7,183,445 9,954 

銘柄 
券面総額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
満期保有
目的の債
券 

コマーシャルペーパー 1,400 1,397 

小計 1,400 1,397 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

  第19回利付国債（５年） 
劣後債 

15 
500 

14 
513 

小計 515 528 

計 1,915 1,926 

種類及び銘柄 
投資口数等 
（口） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

債権信託受益権 8 2,704 

金銭信託 3 4,000 

小計 11 6,704 

計 11 6,704 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 10,997 56 1,112 9,940 5,584 313 4,356 

構築物 1,208 － － 1,208 663 39 544 

機械及び装置 556 56 － 613 525 3 87 

車両運搬具 50 － 9 40 37 1 2 

器具及び備品 619 16 109 526 439 36 86 

土地 10,769 － 102 10,666 － － 10,666 

有形固定資産計 24,201 129 1,335 22,995 7,251 393 15,744 

無形固定資産              

借地権 － － － 16 － － 16 

商標権 － － － 0 0 0 0 

電話加入権 － － － 48 － － 48 

共同施設利用権 － － － 298 262 18 35 

ソフトウェア － － － 1,120 686 172 434 

その他無形固定資産 － － － 439 － － 439 

無形固定資産計 － － － 1,924 949 190 975 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 

  
－ － － － － － － 

繰延資産計  － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 3,373 219 1,593 － 1,999 

賞与引当金 1,603 1,694 1,603 － 1,694 

役員賞与引当金 100 － 100 － － 

役員退職引当金 578 88 371 － 295 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

（1）流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

区分 金額（百万円） 

現金   2,502 

  当座預金 14,372 

  普通預金 4,144 

預金の種類 定期預金 376 

  譲渡性預金等 3,818 

  預金計 22,711 

合計 25,214 

相手先 金額（百万円） 

㈱ミスターマックス 675 

ナンシン機工㈱ 609 

下野機械㈱ 593 

㈱イイダ 509 

河内綱機㈱ 488 

その他 42,345 

  

合計 
45,222 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 12,260 

５月 11,485 

６月 9,534 

７月 7,798 

８月 3,364 

９月以降 778 

合計 45,222 



③ 売掛金 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．算出方法 

２．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

相手先 金額（百万円） 

Yamazen（Singapore）Pte.Ltd. 855 

ホーマック㈱ 812 

㈱ケーヨー 778 

コーナン商事㈱ 768 

日本ニューマチック工業㈱ 631 

その他  53,801 

合計 57,648 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

50,741 380,000 373,092 57,648 86.6 52.1 

売掛金滞留期間 ＝ 
期中平均売掛金残高 

× 365 
当期発生高 



④ 商品 

部門別 主要品目 
金額 

（百万円） 

工作機械部門 

各種ＦＭＳ＆加工セル、産業用ロボット、ＣＡＤ／ＣＡＭ・

ＣＡＥ、ＣＮＣ旋盤、マシニングセンタ、ＣＮＣフライス

盤、ＣＮＣ研削盤、ＥＤＭ、射出成形機、自動化周辺機器、

測定機器、工作補要機器、汎用旋盤、汎用フライス盤、汎用

研削盤、汎用ボール盤、ダイカストマシン、プレス、シャー

リングシステム、プレスブレーキ、フォーミングマシン、ベ

ンディングマシン、レーザー加工機、ウォータージェット加

工機等 

150 

産業システム部門 

マテハン機器、梱包・包装機器、自動倉庫、ピッキング・ソ

ーターシステム、ロボットシステム、ＣＡＤシステム、原伝

導機、油・空圧機器、省力機器、自動化機器、コンプレッ

サ、ポンプ、送風機器、塗装機器、溶接機器、発電機器、小

型建設機械、ハウス関連、立体駐車場、鉄骨加工機械、板金

加工機械、小型加工機械、洗浄機器、廃水処理、集塵機器、

焼却炉、減容器、その他プラスチック減容梱包機、オイルミ

スト、溶剤回収装置、切削洗浄液装置、脱臭装置、吸音・防

音システム、生ゴミ処理機、アルミプロファイル、クリーン

ルーム、冷暖房機器、空調コントロール機器等 

755 

機械工具部門 

切削工具、研削・砥石・ダイヤモンド工具、ツーリング、補

要工具、機械周辺機器、計測機器、作業・配管・電動工具、

油・空圧工具、溶接機、切断機、鋸盤、プレス関連工具、工

具研削盤、小型工作機械、建設・荷役関連機器、化学製品、

環境改善機器、ＯＡ・事務機器、家電等 

3,594 

システムエンジニアリング部門 
生産工場設備並びにシステムのトータルプランニング及び製

品部材調達 
111 

住設建材部門 

システムキッチン、キッチン廻り、浴室・サニタリー機器、

エコキュート他給湯機器、風呂釜、温水器、太陽光発電シス

テム、空調機器、電気フィルム式床暖房、換気・送風機、管

工機材、仮設ハウス・ハウスエクステリア、駐車場・エレベ

ーター、家電・家具、ハウジングツール、建設機器・建設機

材、介護機器、建築資材、高品質住宅、ビル・工場など建造

物の外装・内装建材、石材、塗装材、屋根材、床材、高品質

（高気密・高断熱）住宅及び部材、木造合理化工法、輸入建

材、サウナ等 

449 

家庭機器部門 

家電、インテリア、レジャー・スポーツ用品、作業工具、エ

クステリア、園芸用品、住宅設備機器、事務機器、介護用品

等 

3,192 

国際営業部門 
輸出入、技術提携・海外調達・生産工場の海外移転支援及び

三国間取引 
955 

その他   84 

合計 9,294 



（2）流動負債 

① 支払手形 

② 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

㈱コロナ 3,126 

ＴＨＫ㈱ 2,690 

クリナップ㈱ 1,898 

オークマ㈱  1,895 

三菱重工工作機械販売㈱  1,872 

その他 60,964 

合計 72,449 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 17,255 

５月 17,091 

６月 14,445 

７月 12,342 

８月 8,968 

９月以降 2,347 

合計 72,449 

相手先 金額（百万円） 

㈱森精機製作所 2,737 

オークマ㈱ 2,432 

㈱森精機トレーディング 1,341 

ＴＨＫ㈱ 882 

大阪機工㈱ 856 

その他 38,853 

合計 47,103 



③ 短期借入金 

 ④  一年以内返済予定長期借入金 

 （３）固定負債 

① 長期借入金 

（3）【その他】 

 特に記載すべき事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 1,800 

㈱りそな銀行 1,655 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,400 

みずほ信託銀行㈱  400 

福岡銀行㈱  300 

信金中央金庫 300 

住友信託銀行㈱ 200 

兵庫県信用農業協同組合連合会 100 

合計 6,155 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 3,900 

㈱りそな銀行 3,100 

㈱名古屋銀行  616 

みずほ信託銀行㈱ 526 

 ㈱西日本シティ銀行 400 

 ㈱福岡銀行 300 

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  243 

 農林中央金庫 166 

住友信託銀行㈱  100 

 兵庫県信用農業協同組合連合会 100 

 ㈱群馬銀行 100 

㈱千葉銀行 100 

その他 175 

合計 9,827 

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  1,000 

㈱福岡銀行 200 

みずほ信託銀行㈱ 166 

兵庫県信用農業協同組合連合会 150 

㈱西日本シティ銀行 150 

㈱名古屋銀行  149 

その他 211 

合計 2,026 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注）1. 平成19年１月30日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。な

お、実施日は平成19年４月２日であります。 

（注）2. 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利、株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡請求する権利以外の権利を

有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満の株
数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
 ３月31日 

１単元の株式数 （注１） 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
証券の失効、汚損及び不所持株券の交付請求による新券の発行は１枚に
つき200円 

株券喪失登録に伴う １．喪失登録    １件につき  10,000円 

手数料 ２．喪失登録株式  １枚につき    500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法  

定款の定めにより、電子公告制度を採用しております。なお、会社法第
440条第4項の規定に基づき、『有価証券報告書等の開示書類に関する電 
子開示システム（EDINET）』に掲載しております。（EDINET コード：
401102） 
 ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を
することができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。  

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

（1） 
有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第60期） 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

平成18年６月30日 

関東財務局長に提出 

（2） 半期報告書 （第61期中） 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

平成18年12月13日 

関東財務局長に提出 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  山  善 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山善及

び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 浦 良 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 宣 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

株 式 会 社  山  善 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山善及

び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 浦 良 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  山  善 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山善の平成

１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 浦 良 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 宣 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

株 式 会 社  山  善 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山善の平成

１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 浦 良 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 
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